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連 結 注 記 表

　

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結の範囲に含めております。

連結子会社の数 ７社

連結子会社の名称 千葉三立梱包運輸㈱、新英香港有限公司、

新英包装(深セン)有限公司、蘇州新南包装制品有限公司、

張家港保税区新興南国際貿易有限公司、山立国際貨運代理(上海)有限公司、

SANRITSU LOGISTICS AMERICA Inc.

2．持分法の適用に関する事項

子会社は全て連結しており、持分法を適用すべき関連会社はありません。

3．会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

その他有価証券

　 Ａ．時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

　 Ｂ．時価のないもの

　 総平均法による原価法

　 ② デリバティブ

時価法

　 ③ 商品及び製品、原材料及び貯蔵品

通常の販売目的で保有するためのたな卸資産は、当社は、先入先出法による原価法(収益性の低

下による簿価切下げの方法)、連結子会社は主として最終仕入原価法(収益性の低下による簿価

切下げの方法)によっております。



　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産(リース資産を除く)

主として定率法を採用しております。

ただし、当社の本社ビル及び一関倉庫の建物には定額法を採用しております。また、平成10年

４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物及び構築物 ２年～50年

　 機械装置及び運搬具 ８年～14年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した

翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

　 ② 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。

　 ③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金

当社及び国内連結子会社は、従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当連結会計年度

負担額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給

付債務の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上してお

ります。

　 ① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。

　 ② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。

　 ③ 小規模企業等における簡便法の採用

国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。



4．その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　(1) 連結子会社の事業年度等に関する事項

千葉三立梱包運輸㈱、新英香港有限公司、新英包装(深セン)有限公司、蘇州新南包装制品有限公

司、張家港保税区新興南国際貿易有限公司及び山立国際貨運代理(上海)有限公司の決算日は12月

31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　(2) 外貨建資産、負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に換算して、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めております。

　(3) 重要なヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

ただし、特例処理の要件を充たしている金利スワップについては特例処理を採用しております。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

　 ヘッジ手段 金利スワップ

　 ヘッジ対象 借入金の利息

　 ③ ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で、金利スワップ取引を行っております。

　 ④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略しております。

　(4) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。



(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成

27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給

付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤

務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ

変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率

から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使

用する方法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

て、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を

利益剰余金に加減しております。この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が35,963

千円増加し、利益剰余金が23,232千円減少しております。これによる当連結会計年度の損益に与え

る影響は軽微であります。

　



(連結貸借対照表に関する注記)

1．担保に供している資産及びこれに対応する債務

建 物 6,907,683千円

土 地 2,251,593千円

合 計 9,159,276千円

担保に係る債務の金額

短 期 借 入 金 1,995,482千円

長 期 借 入 金 5,551,185千円

合 計 7,546,667千円

2．有形固定資産の減価償却累計額

10,787,662千円

3．財務制限条項

当社が締結しているシンジケートローン契約（平成24年１月16日締結）には、以下の財務制限条項が

付されております。

①平成24年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末における連結損益計算書に記載される経常損益を

２期連続して損失としないこと。

②平成24年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の

部の合計金額を、平成23年３月期末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額

の75％に相当する金額、又は直前の事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部

の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。



(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数に関する事項

(単位：株)

当連結会計年度期首
株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

発 行 済 株 式

普 通 株 式 6,006,373 － － 6,006,373

合 計 6,006,373 － － 6,006,373

自 己 株 式

普 通 株 式 3,640 236 － 3,876

合 計 3,640 236 － 3,876

2．剰余金の配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成26年６月24日
定 時 株 主 総 会

普通株式 78,035千円 13円00銭
平成26年
３月31日

平成26年
６月25日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末日後となる

もの

　 平成27年６月24日開催の定時株主総会に次のように付議する予定であります。

株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

普 通 株 式 利益剰余金 96,039千円 16円00銭
平成27年
３月31日

平成27年
６月25日



(金融商品に関する注記)

1.金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当グループは、資金運用については預金や安全性の高い金融商品等に限定し、また、資金調達

については銀行借入や社債発行による方針であります。デリバティブは、借入金の金利変動リ

スクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリス

ク)に晒されております。

投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リ

スク(為替や金利等の変動リスク)に晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。借入

金、社債(償還期日は決算日後２年内)は、主に営業取引に係る資金調達であり、ファイナン

ス・リース取引に係るリース債務は設備投資に係る資金調達であります。営業債務や借入金、

社債は資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)に晒されて

おります。また、借入金の一部は、変動金利であり、金利の変動リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスクの管理

顧客の信用リスクに対しては、与信管理規程及び販売管理規程に従い、事業担当部署、営業担

当部署及び経理担当部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期

日及び残高を管理し、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握に努めることで、その軽減

を図っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、金融機関の信用リスクを軽減するために、格付の高い

金融機関とのみ取引を行っております。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対

照表価額により表わされております。



②市場リスクの管理

市場価格の変動リスクに対しては、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、

また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直すことで、その軽減を図ってお

ります。

金利の変動リスクに対しては、デリバティブ取引(金利スワップ取引)を利用してヘッジしてお

ります。

なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法

等については、前述の「(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

等) 4. その他連結計算書類の作成のための重要な事項 (3) 重要なヘッジ会計の方法」をご参

照ください。

③資金調達に係る流動性リスクの管理

資金調達に係る流動性リスクに対しては、各部署からの報告に基づき財務担当部署が適時に資

金繰計画を作成・更新することで、その軽減を図っております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる

前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「2．金融商品の

時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体が

デリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

(5) 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち22.8％が特定の大口顧客に対するものでありま

す。



2.金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません

（(注)2をご参照ください）。

(単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1） 現 金 及 び 預 金 2,477,329 2,477,329 －

(2） 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 3,513,605 3,513,605 －

(3） 投 資 有 価 証 券

448,887 448,887 －　 そ の 他 有 価 証 券

(4） 破 産 更 生 債 権 等 21,233

　 貸 倒 引 当 金 ( ※ １ ) △17,010

4,222 4,222 －

資 産 計 6,444,044 6,444,044 －

(1） 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,123,703 1,123,703 －

(2） 短 期 借 入 金 1,995,482 1,995,482 －

(3） １ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 112,000 112,000 －

(4） リ ー ス 債 務 （流 動） 198,218 198,218 －

(5） 社 債 107,000 105,384 1,615

(6） 長 期 借 入 金 5,651,185 5,306,606 344,578

(7） リ ー ス 債 務 （固 定） 2,103,514 1,945,170 158,343

(8） 長 期 預 り 金 210,444 202,978 7,466

負 債 計 11,501,548 10,989,544 512,003

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 ( ※ ２ )
　ヘッジ会計が適用されているもの (183,307) (183,307) －

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 計 (183,307) (183,307) －

(※１) 破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
(※２) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債

務となる項目については( )で示しております。
(注)1.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　 資産

(1)現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。
　

(2)受取手形及び売掛金

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。
　



(3)投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。なお、保有目的ごとの

有価証券に関する注記事項は後述の「(有価証券に関する注記)」をご参照ください。

(4)破産更生債権等

破産更生債権等については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、

時価は連結決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似

していることから、当該価額をもって時価としております。

　 負債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)１年内償還予定の社債、(4)リース債務(流動）

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

(5)社債

当社の発行する社債の時価は、市場価格がないものであるため、元利金の合計額を当該

社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。

(6)長期借入金、(7)リース債務(固定)

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又は、リース取引を行

った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利に

よる長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一

体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に

見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(8)長期預り金

これらの時価については、元利金の合計額を当該預り金の残存期間及び信用リスクを加

味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

後述の「(デリバティブ取引に関する注記)」をご参照ください。

　



2.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 25,327

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを

要すると見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるた

め、「資産 (3)投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

　
3.金銭債権の連結決算日後の償還予定額

(単位：千円)

１年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現 金 及 び 預 金 2,477,329 － － －

受取手形及び売掛金 3,513,605 － － －

合 計 5,990,934 － － －
　

4.社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

(単位：千円)

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

短期借入金 1,995,482 － － － － －

１年内償還予定の社債 112,000 － － － － －

リース債務
198,218 － － － － －

(流動）

社 債 － 107,000 － － － －

長期借入金 － 1,202,232 877,703 635,000 630,000 2,306,250

リース債務
（固定）

－ 194,985 194,077 197,992 202,447 1,314,011

合 計 2,305,700 1,504,217 1,071,780 832,992 832,447 3,620,261



(有価証券に関する注記)

1.その他有価証券で時価のあるもの

(単位：千円）

区 分 取得原価
連結決算日における連
結貸借対照表計上額

差 額

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの

株式 216,204 448,887 232,682

小 計 216,204 448,887 232,682
連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの

株式 － － －

小 計 － － －

合 計 216,204 448,887 232,682
(注) 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。

　

　2.当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　 該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引に関する注記)

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ

（単位：千円）

ヘッジ会計

の方法

デリバティブ取引

の種類等
主なヘッジ対象 契約額等

契約額等

のうち１年超
時価

原則的処理方法
金利スワップ取引

支払固定・受取変動
長期借入金 5,381,250 4,766,250 △183,307

金利スワップ

の特例処理

金利スワップ取引

支払固定・受取変動
長期借入金 526,000 191,000 (注)2

合 計 5,907,250 4,957,250 △183,307

(注）1. 時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
　 2. 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処
　 理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。



（賃貸等不動産に関する注記）

　賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項

　1. 賃貸等不動産の概要

当社では、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸用のオフィス

ビル(土地を含む)及び賃貸用の倉庫を所有しております。なお、当該不動産の一部については、

当社及び一部の子会社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産

としております。

　2. 賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日

　 における時価及び当該時価の算定方法

　 （単位：千円）

　 当連結会計年度

(平成27年３月31日）

賃貸等不動産
連結貸借対照表計上額

期首残高 552,712

期中増減額 △31,367

期末残高 521,344

期末時価 686,764

賃貸等不動産として使用

される部分を含む不動産

連結貸借対照表計上額

期首残高 12,029,236

期中増減額 △545,849

期末残高 11,483,387

期末時価 12,733,274
（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額

であります。
　 2. 当連結会計年度増減額のうち、賃貸等不動産における減少は減価償却費(31,367千円)であり

ます。
　 また、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産における主な増加は不動産の取得

(26,387千円)、主な減少は減価償却費(564,190千円)であります。
　 3. 主な物件の時価の算定方法については、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づ

く金額、その他の物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられ
る指標に基づく金額であります。ただし、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定
の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場
合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。



　3.賃貸等不動産に関する損益

　 （単位：千円）

　 当連結会計年度

(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

賃貸等不動産

賃貸収益 82,720

賃貸費用 85,650

差額 △2,930

その他(売却損益等) －

賃貸等不動産として使用

される部分を含む不動産

賃貸収益 1,425,273

賃貸費用 867,820

差額 557,453

その他(売却損益等) －
（注） 賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、サービスの提供及び経営管理として当

社及び一部の子会社が使用している部分も含むため、当該部分の賃貸収益は、計上されており
ません。なお、当該不動産に係る費用(減価償却費、修繕費、保険料、租税公課等)については、
賃貸費用に含まれております。

　

(資産除去債務に関する注記)

　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

物流センター用建物等の不動産賃貸借契約のうち、定期借地契約に伴う原状回復義務等でありま

す。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間は取得から31年から38年と見積り、割引率は2.301％から2.316％を使用して資産除

去債務の金額を計算しております。

(3) 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

(単位：千円）

期 首 残 高 389,246

時 の 経 過 に よ る 調 整 額 8,372

期 末 残 高 397,618

　

(１株当たり情報に関する注記)

１株当たり純資産額 1,162円03銭

１株当たり当期純利益 21円13銭



(重要な後発事象に関する注記)

　連結子会社株式の譲渡

　当社は、平成27年４月30日開催の取締役会において、連結子会社である新英香港有限公司の全株式を

「T-Rise International Co.,Ltd.」へ譲渡することを決議し、平成27年５月６日に譲渡手続きを完了い

たしました。

　なお、譲渡には、新英香港有限公司の100％子会社で当社連結子会社である新英包装(深セン)有限公

司も含んでおります。

①株式譲渡の理由

　当社は、中国市場での競争力低下が著しい包装資材の販売から、当社の強みを生かせる国際物流に事

業の主軸を移すことが得策と判断いたしました。

　今後、中国における事業展開は上海地区を中心に当社の強みである梱包を含む国際物流業に経営資源

を集中し、効率的な事業運営体制を構築し連結業績の改善を図ることで、企業価値の向上に努めてまい

ります。

　

②譲渡先の名称

　T-Rise International Co.,Ltd.

　

③譲渡の時期

　平成27年５月６日

　

④異動する子会社の概要

　名称 : 新英香港有限公司

　事業内容 : 包装資材の販売、包装・梱包材の開発・企画・設計

　当社との取引内容 : 当社と当該会社の間で包装資材の販売及び仕入業務を行っております。

　

　名称 : 新英包装(深セン)有限公司

　事業内容 : 包装資材の販売、包装・梱包材の開発・企画・設計

　当社との取引内容 : 記載すべき取引関係はありません。

　

⑤譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況

　譲渡前の所有株式数 : 2,000,000株 (所有割合 100％)

　譲渡株式数 : 2,000,000株 (譲渡価額 2,846千香港ドル)

　譲渡後の所有株式数 : 　 0株 (所有割合 0％)

　譲渡損益 : 譲渡損益につきましては、現在精査中であります。

　(注)連結計算書類の記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



個 別 注 記 表

　

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

1．資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　 ① 子会社株式

　 総平均法による原価法

　 ② その他有価証券

　 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は総平均法により算定)

　 時価のないもの

　 総平均法による原価法

　(2) デリバティブ

　 時価法

　(3) 原材料及び貯蔵品

通常の販売目的で保有するためのたな卸資産は、先入先出法による原価法(収益性の低下によ

る簿価切下げの方法)によっております。

2．固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　 主として定率法を採用しております。

ただし、本社ビル及び一関倉庫の建物については定額法を採用しております。また、平成10年

４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採用しております。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ６年～50年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した

翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

　(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

　 定額法を採用しております。

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。

　(3) リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。

　(4) 長期前払費用

　 定額法を採用しております。



3．重要な引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　(2) 賞与引当金

　 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事

業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額

法により翌事業年度から費用処理しております。
　

4．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　(1) ヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方法

　 繰延ヘッジ処理を採用しております。

ただし、特例処理の要件を充たしている金利スワップについては特例処理を採用しておりま

す。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

　 当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりです。

ヘッジ手段 金利スワップ

　 ヘッジ対象 借入金の利息

　 ③ ヘッジ方針

　 借入金の金利変動リスクを回避する目的で、金利スワップ取引を行っております。

　 ④ ヘッジ有効性評価の方法

　 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しておりま

す。

ただし、特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略しております。

　(2) 消費税等の処理方法

　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。



(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成

27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給

付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費

用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更

するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率か

ら、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用

する方法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

て、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越

利益剰余金に加減しております。この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が35,963千円増加

し、繰越利益剰余金が23,232千円減少しております。これによる当事業年度の損益に与える影響は

軽微であります。



(貸借対照表に関する注記)

1．担保に供している資産及びこれに対応する債務

建 物 6,843,891千円

土 地 2,171,025千円

合 計 9,014,917千円

担保に係る債務の金額

１年内返済予定の長期借入金 1,957,532千円

長 期 借 入 金 5,551,185千円

合 計 7,508,717千円

2．有形固定資産の減価償却累計額

10,581,262千円

3．財務制限条項

当社が締結しているシンジケートローン契約（平成24年１月16日締結）には、以下の財務制限条項が

付されております。

①平成24年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末における連結損益計算書に記載される経常損益を

２期連続して損失としないこと。

②平成24年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の

部の合計金額を、平成23年３月期末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額

の75％に相当する金額、又は直前の事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部

の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

4．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

関係会社に対する短期金銭債権 19,446千円

関係会社に対する短期金銭債務 17,740千円

　

(損益計算書に関する注記)

　 関係会社との取引高

売上高 50,204千円

仕入高 204,196千円

営業取引以外の取引高 28,464千円

　



(株主資本等変動計算書に関する注記)

　 自己株式の種類及び総数に関する事項

(単位：株)

当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株 式 数

自 己 株 式

普 通 株 式 3,640 236 － 3,876

合 計 3,640 236 － 3,876

　

(資産除去債務に関する注記)

　資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

　物流センター用建物等の不動産賃貸借契約のうち、定期借地契約に伴う原状回復義務等でありま

す。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間は各資産の取得から31年から38年と見積り、割引率は2.301％から2.316％を使用し

て資産除去債務の金額を計算しております。

(3) 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

(単位：千円)

期 首 残 高 389,222

時 の 経 過 に よ る 調 整 額 8,372

期 末 残 高 397,594



(税効果会計に関する注記)

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　賞与引当金 97,387千円
　退職給付引当金 190,813千円
　資産除去債務 76,078千円
　金利スワップ 59,208千円
　投資有価証券評価損 76,398千円
　関係会社株式評価損 21,577千円
　減損損失 558,480千円
　その他 27,225千円
繰延税金資産小計 1,107,170千円
評価性引当額 △511,135千円
繰延税金資産合計 596,034千円
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 △29,970千円
繰延税金負債合計 △29,970千円
繰延税金資産の純額 566,063千円
　

　 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流 動 資 産 － 繰 延 税 金 資 産 124,073千円

固 定 資 産 － 繰 延 税 金 資 産 441,990千円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 35.4%
(調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5%
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1%
住民税均等割 3.9%
評価性引当額の増減 4.7%
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 9.4%
その他 2.6%
税効果会計適用後の法人税等の負担率 56.4%



3. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)及び「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成27年法律第２号)が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年

度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の35.4％から、平成27年４月１日に開始する事業年度に

解消が見込まれる一時差異については33.1％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が

見込まれる一時差異については、32.3％となります。

　実効税率変更に伴う影響額は以下のとおりであります。

繰延税金資産(純額)の減少額 50,555 千円
法人税等調整額の増加額 47,749 千円
その他有価証券評価差額金の増加額 2,876 千円
繰延ヘッジ損益の減少額 5,682 千円

(関連当事者との取引に関する注記)

種類
会社の

名称
所在地

資本金又は

出資金

(千香港ドル)

事業の

内容

議決権の

所有(被所有)

割合

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

(千円)

子会社
新英香港

有限公司
中国・香港 2,000

包装資材の

設計、販売

(所有)

直接100％

包装資材の

販売、仕入

役員の兼任

関係会社

株式の取得
343,234

(注) 1．取引金額には消費税等を含めておりません。

2．関係会社株式の購入価格については、第三社機関により算定された価格を基礎として決定

しております。

　

(１株当たり情報に関する注記)

１株当たり純資産額 1,051円53銭

１株当たり当期純利益 37円05銭



(重要な後発事象に関する注記)

　連結子会社株式の譲渡

　当社は、平成27年４月30日開催の取締役会において、連結子会社である新英香港有限公司の全株式を

「T-Rise International Co.,Ltd.」へ譲渡することを決議し、平成27年５月６日に譲渡手続きを完了い

たしました。

①株式譲渡の理由

　当社は、中国市場での競争力低下が著しい包装資材の販売から、当社の強みを生かせる国際物流に事

業の主軸を移すことが得策と判断いたしました。

　今後、中国における事業展開は上海地区を中心に当社の強みである梱包を含む国際物流業に経営資源

を集中し、効率的な事業運営体制を構築し連結業績の改善を図ることで、企業価値の向上に努めてまい

ります。

　

②譲渡先の名称

　T-Rise International Co.,Ltd.

　

③譲渡の時期

　平成27年５月６日

　

④異動する子会社の概要

　名称 : 新英香港有限公司

　事業内容 : 包装資材の販売、包装・梱包材の開発・企画・設計

　当社との取引内容 : 当社と当該会社の間で包装資材の販売及び仕入業務を行っております。

　

⑤譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況

　譲渡前の所有株式数 : 2,000,000株 (所有割合 100％)

　譲渡株式数 : 2,000,000株 (譲渡価額 2,846千香港ドル)

　譲渡後の所有株式数 : 0株 (所有割合 0％)

　譲渡損益 : 譲渡損益につきましては、現在精査中であります。

　(注) 計算書類の記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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